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中島教育長記者会見録 

 

日時/令和８年５月15日（金） 

16:00～16:30 

場所/別館庁舎７階教育委員会室 

 

 

【冒頭説明】 

１ 道立学校における部活動の送迎中での事故について 

２ N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール事業への応募について 

 

 

【記者からの質問】 

１ 道立学校における部活動の送迎中での事故について（読売新聞） 

２ 道立学校における部活動の送迎中での事故について（ＮＨＫ） 

３ 道立学校における部活動の送迎中での事故について（ＨＴＢ） 

４ 道立学校における部活動の送迎中での事故について（ＳＴＶ） 

５ 道立学校における部活動の送迎中での事故について（釧路新聞） 

６ 道立学校における部活動の送迎中での事故について（十勝毎日新聞） 

７ 道立学校における部活動の送迎中での事故について（毎日新聞） 

８ N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール事業について（北海道新聞） 

９ 道立学校における部活動の送迎中での事故について（ＳＴＶ） 

10 道立学校における部活動の送迎中での事故について（釧路新聞） 

11 道立学校における部活動の送迎中での事故について（読売新聞） 

12 道立学校における部活動の送迎中での事故について（朝日新聞） 
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【教育長からの話題】 

 本日、皆様に急なご案内でございましたけれども、お集まりいただきありがとうございま

す。私の方から２点、お話をさせていただきます。 

 

【資料１】 

 １点目は、「部活動等に係る事故防止に関する対応」についてです。 

まず、このたびの福島県のバス事故におきまして、お亡くなりになられました方に、心よ

り哀悼の意を表しますとともに、ご遺族の皆様に心からお悔やみを申し上げます。 

このたびの事故を受けまして、12日ですが、道教委では、各道立学校、札幌市を除く各市

町村教育委員会に対し、部活動等に係る事故防止についての通知を発出したところでござ

います。 

その後、部活動の遠征に係る移動手段の実態把握を進めている中で、道東の道立高校にお

いて、レンタカーで生徒を引率して移動中に事故が発生したということを把握しまして、そ

れを踏まえ、本日付けで、全道立学校長に対して、改めて安全確保を万全に期すよう通知す

るとともに、道教委が認めていない方法による部活動の移動の実態について、顧問の教員な

どに確認し、来週末をめどに報告をするよう求めたところでございます。 

本件に関しましては、現在、国交省と文科省におきまして、部活動などでの移動における

安全対策を検討していると承知しているところでございます。 

今後、こうした国の動向、あるいは我々の調査結果を踏まえ、道の関係部局とも連携しな

がら、生徒の安全確保を大前提として、広域分散で公共交通機関が十分に整備されていない

中で、子どもたちが持続的に部活動を継続していけるような対応策について、検討してまい

りたいと考えております。 

【資料２】 

２点目は、「N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール構想」についてです。 

今年３月に、経済産業省が公表した就業構造推計の改訂版では、2040年には専門職や現場

人材等の大幅な不足が見込まれており、とりわけ本道では46万7000人、全国でも最大の不足

が生じると予想されているところでございます。 

こうした背景から、国では、「N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール構想」を策定して、各

都道府県に高校教育改革を先導する拠点校を創出することとしたところでございます。 

そして、この度、道教委として、知事部局とも連携しながら、この事業の改革先導拠点校

として、こちらにあります４つの学校について、本日、国へ申請しましたので、皆様にご報

告します。 

本道は全国で最も公立高校の数が多く、広域分散型の地理的特性を有する中、地域におけ

る高校の存在は、北海道が持続的な発展を実現していく上でも、極めて重要でございます。 

一方で人口減少等の課題が顕在化している中、今般の高校無償化により、地域の高校を巡

る環境が一段と厳しさを増すことが懸念されているところでございます。 

こうした中、本年度から知事部局と連携し、地域における高校のあり方に係る主体的な議
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論を喚起・サポートし、モデルとなり得る取組等につきましては、財政面でも支援を行うな

ど、全領域で、高校の魅力化に向けた取組を実施しているところでございます。 

今回の拠点校の選定に際しましても、知事部局と連携しながら、検討を進めてまいりまし

た。 

今後、６月下旬に予定されている国の採択結果を待つこととなりますが、私といたしまし

ては、今回の事業を、道内それぞれの地域で高校のあり方や魅力化について、改めて考える

好機と捉えておりまして、拠点校に選ばれた高校のみならず、すべての公立高校において魅

力化の取組を進め、これからの産業を担う高度な技術を持つ人材や、地域の持続的な発展を

支える人材の育成を進めてまいりたいと考えております。 

私からは、以上でございます。 

 

【記者からの質問】 

 

（読売新聞） 

 部活動の事故防止に関する対応について、実態調査は本日付けで始めたということで認

識よろしかったでしょうか。 

（教育長） 

 12日の時点で各学校に安全確保の通知を行うとともに、当初は、我々としても、先程申し

上げましたような元々の原則がある中で、基本的には借り上げバスとか、あるいは限定的に

自家用車での送迎ということはあるのかなと思ったのですが、今回、道東の高校でレンタカ

ーでの事故を把握したところでございまして、改めてそこも含めて、今日の通知で調査を行

うということを、今取り組んでいるところです。 

（読売新聞） 

 調査方法について確認ですが、電話でのヒアリングなのか、紙面に質問項目を記載してそ

れに回答してもらう形なのか、どういった形式でしょうか。 

（部活動改革推進課長） 

 文書による通知に合わせて調査の内容についても通知をしています。文書で回答してい

ただいて取りまとめるという方法となります。 

（読売新聞） 

 本日通知された内容を共有していただくことは可能でしょうか。 

（部活動改革推進課長） 

 大丈夫です。 

（読売新聞） 

 今回のレンタカーでの事故に関して、教育局の方から主体的に報告があったかと思うの

ですが、これ以外に、現時点でレンタカーなど認められていない手段で移動したことがある

という報告は寄せられているのでしょうか。 
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（教育長） 

 今のところはありません。ないとはいえ、１つ案件があったことから、改めて全ての道立

学校に確認をしているということでございます。 

（読売新聞） 

 部活動の地域展開が2026年度から31年度を改革実行期間として進められているかと思い

ますが、一方で、北海道の広域分散という特性があり、例えば拠点校方式を導入するにして

も移動手段とか運転手などの人材確保などが課題になっているかと思います。公共交通機

関が十分ではない地域もありますし、保護者の送迎の協力を毎回得られないという側面と

か、財政面というところからみると、やはり、顧問など学校関係者が（移動）手段を確保し

て（教員）自身で運転するというのが現実的に考えられるものなのかなと思いますが、今後、

地域展開を進めていく上で、もちろん国の支援は当たり前なんですけれども、道教委とか各

市町村教委として何か支援とかサポートなど、どのようなものが考えられるのでしょうか。 

（教育長） 

地域展開を進めるに当たって、指導者が地域にいないとか、あるいは交通機関の問題とか

様々ございますが、特に、小さい町だと、なかなか１つの町だけでやるのが難しいので、い

くつかの町が一緒になって地域展開を進めていくこととなると、当然、子どもたちがどこか

の町に移動してというところで、この交通機関の問題はとても大事な問題であると思って

います。もちろん、先程申し上げましたように、生徒の安全確保が大前提でございますけれ

ども、そんな中で子どもたちの部活動を持続的に継続していくためにどういったやり方が

いいのかというのが、まさにこの調査の中で結論を得た上で、いろいろな関係者ともお話の

上、今後の方向性を決めていきたいと思っています。支援という部分については、今、部活

動における移動の支援ということで、国の補助金を使った制度もございますので、そうした

ものを活用して引き続き進めてまいりたいと考えております。 

（ＮＨＫ） 

 実態調査の結果を踏まえ、今後、ルールづくりに向けた検討などは進めていく予定はあり

ますか。 

（教育長） 

 先程申し上げましたように、今のルールでいくと、公共交通機関あるいは借り上げのバス

というのが原則で、場合によっては自家用車を使うことも限定的に認めますというのが、今

のこの時代、公共交通機関もかなり昔に比べて使いづらくなってきた中で、まさに今の時代

に、子どもたちの部活動を継続していくために、どういったものが大事なのか、必要なのか

ということを、この実態調査の結果を踏まえて、これからのルールを検討したいと考えてお

ります。 

（ＮＨＫ） 

先程の質問とかぶるのですけれども、北海道が広いという状況も踏まえて、公共交通機関

やバスなどでは難しい面もあると思うのですが、そのあたりも踏まえて、今後はどのように

検討されていくのでしょうか。 
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（教育長） 

特に北海道は広域分散型ということで、ちょっと隣の町に行くにも、やはり距離があった

りということで、借り上げバスを毎回使うのは難しいという現状があるのかなと思います

ので、そういったところを今回の調査の中でお聞きした上で、今後の部活動における子ども

たちの移動の在り方について検討したいと考えています。 

（ＨＴＢ） 

改めてレンタカーを禁止、レンタカーでの移動を認めていないルールの中で、顧問の教諭

がしてしまったことに対して、道教委はどのように受け止めますでしょうか。 

（教育長） 

このルールは、実は平成21年に大分県で大きな事故があって、高校生が１名亡くなったと

いう事故を踏まえて、やはりその生徒の安全性、安全の確保を大前提として作ったルールで

ございます。 

ただ、今回そういう事故があったというのは非常に残念だと思っておりますし、幸い、け

が人も出なかったということは不幸中の幸いでございますけれども、やはり、そういうルー

ルが徹底されていなかったということを今回改めて把握いたしまして、残念ではございま

すけれども、ただ、先程来お話ししているとおり、もしこれがその実態にそぐわないルール

なのであれば、そこは、今の現場に必要なルールを考えていかなければいけないと思ってい

ますので、そこも含めて今回の調査の中で実態を把握して、その上で新しいルールについて

検討したいと考えております。 

（ＨＴＢ） 

そうしますと、実際にそぐわないことであればという形ではありましたけれども、どうし

てもレンタカーを認めないというのが非現実的だというアイデアの中にあって、例えばレ

ンタカーを使う場合のルールも１つ見直しも必要だというのも選択肢を残したいというこ

となのでしょうか。 

（教育長） 

もちろんそれはまさにその調査結果を踏まえてでありますけれども、当時の考え方とし

て、レンタカー、特に大人数のレンタカーだと普段乗っている車と違う車ですので、やっぱ

り乗り慣れていないので、子どもたちの安全を守るという上では、自家用車に比べるとやっ

ぱりちょっと心配な部分があるということで、自家用車に限るというようなルールを作っ

たところでございますけれども、先程来申し上げておりますとおり、今の北海道の状況の中

でどういったものが必要なのかというのは、前提を決めずにですね、ただし子どもの安全確

保ということを大前提に、これから検討していきたいと考えております。 

（ＨＴＢ） 

 レンタカーを使うといったルールも１つ候補である中で、一方、貸切バスになりますと実

際かなり高額になってしまいます。例えばそういったところの、国ではなくて道の補助だっ

たり、その内容によっては道からの支援というのも候補として考えられるでしょうか。 
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（教育長） 

 財政的な部分というのはなかなか軽々に申し上げられるところではないですし、これま

でもずっとその部活の移動については、今回、部活動の地域展開という流れの中で、国と

我々も支援をしているのですけれども、やはりこれまでずっと保護者負担というのを前提

として進めてきたという部分が、保護者というか御本人負担といいますか、そういったとこ

ろもあるので、そう簡単になかなか財政的な支援を拡充するというのは、今の段階ではなか

なか申し上げられないところでございます。 

（ＳＴＶ） 

この引率においては、公共交通の利用ですとか営業自動車の利用が原則だというのがあ

るというふうにおっしゃいましたけれども、このルール自体は、どのように周知を図られて

いたのでしょうか。 

（教育長） 

我々から道立学校長に対して平成21年から周知して、それがずっと継続しているという

状況でございます。 

（ＳＴＶ） 

平成21年に１度言ったのみ。 

（教育長） 

 その時に通知してその通知が生きていますので、そういう意味でそのルールに従って各

学校でやっていただきたいという考え方でございます。 

（ＳＴＶ） 

 各学校の中で、１年に１回は、例えば校長先生とかの管理職をはじめ、いわゆる現場の先

生に周知をするような取組とかそういう仕組みというのはあったのでしょうか。 

（教育長） 

 当然、その学校の判断にもよりますけれども、例えば部活動で移動することが多い学校で

は周知していたということもあるかもしれませんけども、たまたま今回、道東の高校の案件

につきましては、後から聞いたところでは、当該教諭もですね、そういうルールがあるとい

うことを承知していなかったというふうに聞いていますので、一層の周知が必要かと思っ

ております。 

（ＳＴＶ） 

今回対応策を検討した上で、時代に合った新たなルールづくりをというお話がありまし

たけれども、この新たなルールについて、定める目標の時期とか、そのあたりはいかがでし

ょうか。 

（教育長） 

一応、その調査は来週中に回答をいただきたいということでお願いしておりまして、その

上で、そのルールを作る時期の目安というところでは、我々の考え方もありますけれども、

当然、保護者の皆さんですとかあるいは学校長会ですとか、関係の皆さんの御意見も聞かな

ければならないので、今のところいつまでにというのはなく、なるべく早くと考えておりま
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す。 

（釧路新聞） 

ルールづくりの話ですが、それは現場といいますか、地域の方々や有識者の意見を聞かれ

るというお話ですが、外部の委員会みたいなものはお作りになるのでしょうか。それとも道

教委内部で検討委員会を作ってそこでお決めになるのでしょうか。何かその外部を交えた

ような、第三者委員会みたいなふうになるのかなと思って改めてお聞きしました。 

（教育長） 

今の時点では、何かルール制定の委員会を作るというところまでは考えていないですが、

先程申し上げましたように、我々だけで決める話ではないので、関係の保護者の方ですとか、

いろいろな方の御意見を踏まえて、検討していきたいと考えております。 

（十勝毎日新聞） 

今、保護者の意見というような部分もありますけれども、保護者の意見を聞くような何か

仕組みというようなものを今考えていらっしゃるのでしょうか。 

（教育長） 

今のところ具体的には考えてないですが、例えばＰＴＡ連合会ですとか、そういった保護

者の皆さん方の団体もございますので、そうしたところとも相談しながら、意見の聞き方も

含めて検討したいと考えております。 

（十勝毎日新聞） 

今回の事故で、管理職がレンタカー移動を認識していなかったということも問題の１つ

だと思うのですけれども、このような周知の仕方が、今までの趣旨から適切だったのかとい

うことについては、どういうふうに思われているのでしょうか。 

（教育長） 

我々としては、各学校に周知して当然それが守られているものだというふうに理解して

おりましたけれども、結果としてこういった形でその通知を知らない教諭が運転していた

とか、そういった形があったというところがありますので、そういった意味では必ずしも周

知の仕方が十分適切だったということではないのかなと思っております。 

（毎日新聞） 

もしかしたら後ほど開示いただけるかもしれないのですけれども、実態調査で例えばど

んなところを確認したかという例を挙げていただくことはできますでしょうか。 

（部活動改革推進課長） 

 回答表がありますので、後ほどお示しさせていただきます。 

（北海道新聞） 

N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール事業ですけれども、今回４校が候補として申請された

ということで、もし６月下旬に採択された場合というのはどんなメリットがあるのか。例え

ば補助金ですとか、どんなサポートを受けられるとか。以前の記事では、各都道府県に計約

3,000億円の規模の基金を設置するとかあったんですけれども。こういったものが６月下旬

に採択された後に、例えばどの時期くらいから受けられるようになるですとか、そういった
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スケジュール感も伺えますでしょうか。 

（教育長） 

国の方からは、最大、３年間の事業期間ですけども、３年間で62億円、それぞれの県ごと

に上限として支援するということがありますので、今の４つの学校について、それぞれこう

いう事業をやりたいというのを申請しているところでございます。それに対して６月にも

国の方から決定が来ると思いますので、それで補助金をいただいて、その３年間かけて速や

かに事業に取り組んでいこうと考えております。 

（ＳＴＶ） 

部活動の方ですけれども、来週をめどに調査結果をまとめるという、これは調査結果がま

とまった段階で公表とかはお考えなのでしょうか。 

（教育長） 

今のところ、調査してみてからと思いますけれども。 

（部活動改革推進課長） 

今のところ公表の予定はないです。教育長が先程話をしたように、しっかり検証して、対

応策をある程度練った上でというような形での公表になるのかなと考えております。 

（ＳＴＶ） 

 そういう中で今回、道東の事例を先立って公表されているわけですけれども、その辺と整

合性は何かあるでしょうか。 

（教育長） 

 道東の今回の件は、けが人はなかったけれども事故があったということで、それをやっぱ

り速やかにお示ししなければいけないということで、こういう事故がありましたというの

をお知らせさせていただいたということです。今回の調査結果については、当然その後の対

応方向とも非常に密接に関わるので、対応方向とセットで発表させていただきたいという

のが今の考え方です。 

（ＳＴＶ） 

 この調査の中で、新たな、例えば事故の事例とか、今後は確認された際には、公表を検討

するっていう。 

（教育長） 

 その調査結果次第ですね。我々も、もし事故があれば、もう事故について報告は来ている

はずなので、我々が今調査として念頭に置いてるのは、例えば我々の今のルールと違う形で、

レンタカーを借りて移動したことが過去にあったとかですね、そういうのを報告してもら

った上で、対応を検討するというところを考えております。 

（ＳＴＶ） 

 基本的には事故に関してはもう一定の報告が終わっていて、ないはずだという前提のも

と。 

（教育長） 

 そうです。 
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（釧路新聞） 

今の調査のお話なのですが、来週末までに返答を返してもらうということですよね。その

あとすぐ結果をまとめて発表してくれとは言いませんが、１か月なり２か月なり、そういう

ある程度分析が進んだ段階で、対応策はこれからまだ時間がかかるのでしょうから、その前

段で、やはり１か月なり２か月ぐらい分析が進んだ段階で結果を発表していただきたいと

思うのですよ。情報を共有すると。道民と。こういう状況だということを道民の方に知って

いただいた上で、意見も出てくるでしょうし、だと思いますので、できればそういう形でそ

の結論を出す前に、一定の期間を経て公表してください。お願いします。 

（教育長） 

 分かりました。検討させてください。 

（読売新聞） 

部活動の方で伺います。今回の対策として、当面ですね、公共交通機関、営業自動車の利

用を原則とするということですけれども、この当面っていうのは、いわゆる国の対策などが

明示されるまでということなのか、節目をどこで区切っていらっしゃるのか伺いたいです。 

（教育長） 

今、国も検討しているというふうに伺っていますし、我々も調査を踏まえて、新しいルー

ルづくりを国の方向性も踏まえて進めていくという中では、新しいルールができるまでは

当面、それがまさに当面というところかなと考えております。速やかに作ろうと思っており

ます。 

（読売新聞） 

 １点確認ですけれども、これまで自家用車の公用車使用を場合によって認めるという、必

要な手続きの上で認めるということでしたけれども、この自家用車の公用車使用は控えて

欲しいという認識でよかったでしょうか。 

（教育長） 

 いや、そういうことではなくですね、原則として、公共交通機関が使えるところは公共交

通機関、バスの借り上げ可能な場合はバスの借り上げ、ただそれがどちらも難しいという中

で、自家用車についてはですね、皆さん通勤の際にこの車を使いますとか、車検はちゃんと

なってますとかですね、そういう登録をして、その上で通勤に使っていただいてるので、そ

ういう自家用車であれば例外的に認めてもいいかなということで、自家用車なるべく使っ

てくれるなということではないです。 

（読売新聞） 

これまで通知されている内容に準じて行動してほしいという強調ということですかね。 

（教育長） 

 まさにその今の時点では、やっぱり子どもの安全を守るという観点からですね、新しいル

ールを作るまでは、今のルールを徹底して取り組んでいただきたいというふうに考えてい

ます。 
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（朝日新聞） 

 結構自明なことなのかとは思うのですけれども、一応公共交通機関、営業自動車の利用が

原則である、それに安全が担保されるというふうに考えられる根拠について、一応お願いし

ます。 

（教育長） 

 公共交通機関及び営業自動車については、２種免許とか資格を持った方が運転している、

旅客を輸送するという資格を持った方が運転している。それから営業会社として車の点検

ですとか、そういったものが法律に則ってしっかりと行われているということが考えられ

ることから、公共交通機関及び営業自動車ということで考えています。 

 

この文章については、読みやすいよう、重複した言葉づかい、明らかな言い直しなどを整

理して作成しています。 

（文責 教育政策課） 


